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《はじめに》 

  本書は、令和２年３月期における当社の会社概要、営業の状況及び経理の状況について

記載したものです。 

 

《主な記載事項について》 

 １．会社の概況 

   ｢商号、許可年月日等｣ 商号、代表者、許可年月日等、及び当社の設立から現在まで

の沿革を記載しております。 

   ｢事業の内容｣   経営組織、事業の内容について記載しております。 

   ｢営業所の状況｣  本店所在地等について記載しております。 

｢財務の概要｣   資本金、営業収益、経常損益、純資産額規制比率(＊)等の主要な

財務指標について記載しております。 

            ＊純資産額規制比率＝純資産額／リスク額×100 

            純資産額規制比率とは、純資産額の、商品市場において行う取引につき

生ずる相場の変動その他の理由により発生し得る危険に対応する額として

商品先物取引法施行規則で定めるところにより算出した額に対応する比率

であり、これが高いほどリスクに対する余裕があると言えます。 

   「発行済株式総数」 発行済株式の総数を記載しております。 

｢主要株主名｣   発行済株式の１％以上を保有する株主の氏名、所有株式数等を記

載しております。 

   ｢役員の状況｣   役員の氏名等を記載しております。 

   ｢役員及び使用人の数｣ 社員数、登録外務員数等を記載しております。 

 

 ２．営業の状況 

   ｢営業の経過及び成果｣ 業績について記載しております。 

   ｢取引開始基準｣  取次業務の適切な遂行のために定めている取引開始基準を記載

しております。 

   「顧客数」    顧客数を記載しております。 

  

３．経理の状況 

   ｢貸借対照表｣  資産、負債、純資産等について記載しております。 

   ｢損益計算書｣  収益、費用等について記載しております。 

   ｢株主資本等変動計算書｣ 貸借対照表の純資産の変動状況について記載しております。 

   ｢個別注記表｣  重要な会計方針に関する注記、貸借対照表に関する注記等を記載し

ております。 

   ｢監査に関する事項｣ 当ディスクロージャー資料に対する各種計算書類についての

監査状況について記載しております。 

 

【追加情報】令和２年３月期以降に変更・決定のあった重要事項等を記載しております。 
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１．会社の概況 

 

 ① 商号、許可年月日等 

    商 号   フジフューチャーズ株式会社 

    代 表 者 名   代表取締役社長兼会長  寺 町 美 摩 

    所 在 地   東京都中央区新川一丁目１６番３号 

    電 話 番 号   ０３－５５４３－２２１１（大代表） 

    許 可 年 月 日   平成 29年１月１日  

              許可番号：農林水産省「指令 28食産第 3988 号」 

                   経済産業省「20161108商第 10号」 

    加 入 協 会 名   日本商品先物取引協会、日本商品委託者保護基金 

 

 

  ［会社の沿革］ 

   当社は、昭和 38年９月に商品仲買人「富士商品株式会社」として創業、昭和 46 年１

月の許可制移行に伴い、商品取引員として業を営み、平成元年 11 月には「フジフュー

チャーズ株式会社」と商号変更を行い、平成 23 年１月の商品先物取引法施行により、

商品先物取引業者として許可更新をし、現在に至っております。 

 

年 月 概   要 

昭和 38年 9月 商品取引の仲買人として、富士商品株式会社を東京都中央区日本橋堀留町

一丁目 14番地に創業。資本金 4,900万円 

     10月 東京穀物商品取引所の仲買人となる 

     11月 受託業務を開始する 

     12月 東京繊維商品取引所、東京ゴム取引所の仲買人となる 

昭和 39年 3月 前橋乾繭取引所の仲買人となる 

     4月 自由が丘営業所開設 

昭和 40年 3月 資本金を 7,000万円に増資 

     5月 東京砂糖取引所の仲買人となる 

昭和 41年 3月 大阪穀物取引所の仲買人となる 

 大阪支店開設 

     9月 豊橋乾繭取引所の仲買人となる 

     11月 大阪砂糖取引所の仲買人となる 

昭和 42年 1月 大阪化学繊維取引所の仲買人となる 

     5月 資本金を 8,400万円に増資 

     9月 名古屋穀物商品取引所の仲買人となる 

     11月 名古屋繊維取引所の仲買人となる 

     12月 大阪三品取引所の仲買人となる 
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昭和 43年 5月 資本金を１億 80万円に増資 

     10月 本社を東京都中央区日本橋室町一丁目２番地へ移転 

昭和 44年 5月 資本金を１億 2,096万円に増資 

昭和 45年 5月 資本金を１億 4,515.2万円に増資 

昭和 46年 1月 農林大臣および通商産業大臣より商品取引員の許可を受ける 

昭和 46年 5月 

昭和 47年 5月 

昭和 48年 5月 

6月 

昭和 49年 5月 

昭和 56年 1月 

資本金を１億 7,418.2万円に増資 

資本金を２億 6,127.3万円に増資 

資本金を３億 9,190万円に増資 

資本金を４億円に増資 

資本金を５億円に増資 

資本金を５億 196万円に増資 

 新潟支店、盛岡支店開設 

昭和 58年 5月 仙台支店開設 

昭和 59年 1月 通商産業大臣より東京金取引所貴金属市場の商品取引員の許可を受ける 

平成 元年11月 商号をフジフューチャーズ株式会社に変更する 

平成 3年 6月 

8月 

資本金を５億 4,000万円に増資 

農林水産大臣より横浜生絲取引所繭糸市場の商品取引員の許可を受ける 

平成 6年 3月 資本金を 12億 1,000万円に増資 

平成 8年 3月 農林水産大臣より関門商品取引所農産物市場の商品取引員の許可を受ける 

  4月 福岡支店開設 

 大蔵大臣、農林水産大臣および通商産業大臣より商品投資販売業の許可を

受ける 

平成 9年 4月 通商産業大臣より東京工業品取引所アルミニウム市場の商品取引員の許可

を受ける 

    11月 自由が丘支店を移転し、名称を東京支店に変更する 

平成 10年 7月 農林水産大臣より関西商品取引所農産物・飼料指数市場の商品取引員の許

可を受ける 

平成 11年 6月 通商産業大臣より東京工業品取引所石油市場の受託会員の許可を受ける 

平成 12年 3月 上場廃止に伴い大阪商品取引所毛糸市場を脱退する 

   8月 上場廃止に伴い東京工業品取引所綿糸市場を脱退する 

平成 13年 5月 金融監督庁長官、農林水産大臣および通商産業大臣より商品投資販売業に

おける協議法人の認可を受ける 

 6月 農林水産大臣より横浜商品取引所農産物市場の受託会員の許可を受ける 

 経済産業大臣より中部商品取引所石油市場の受託会員の許可を受ける 

 中部商品取引所繭糸市場を脱退する 

 8月 関西商品取引所砂糖市場および農産物・飼料指数市場を脱退する 

 9月 大阪商品取引所を脱退する 
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平成 13年 11月 

 

農林水産大臣および経済産業大臣より商品取引員（第１種商品取引受託業） 

の許可更新を受ける 

平成 14年 4月 日本橋支店開設 

 金融庁長官、農林水産大臣および経済産業大臣より商品投資販売業（協議

法人）の許可更新を受ける 

平成 14年 6月 農林水産大臣より関西商品取引所水産物市場の受託会員の許可を受ける 

平成 15年 11月 関西商品取引所を脱退する 

   12月 名古屋支店開設 

平成 16年 4月 日本橋支店を廃止する 

 6月 広島支店開設 

 9月 横浜商品取引所を脱退する 

 10月 福岡商品取引所での受託業務を廃止する 

平成 17年 4月 農林水産大臣および経済産業大臣より改正商品取引所法による商品取引受

託業務の許可を受ける 

 5月 日本商品清算機構の清算資格取得 

 9月 盛岡支店および新潟支店を廃止する 

 10月 中部商品取引所鉄スクラップ市場加入 

平成 18年 6月 資本金を 22億 1,000万円に増資 

平成 19年 3月 名古屋支店および広島支店を廃止する 

 4月 大阪支店を大阪支社と名称変更する 

 6月 中部大阪商品取引所を脱退する 

 12月 関東財務局長より金融商品取引法施行による商品投資販売業（協議法人）

の許可を受ける 

平成 20年 5月 本社を東京都中央区新川一丁目 16番 3号へ移転 

 6月 仙台支店を廃止する 

7月 東京支店を廃止する 

9月 金地金寄託売買業務を廃止する 

平成 21年 7月 福岡支店を廃止する 

11月 大阪支社を廃止する 

12月 第二種金融商品取引業を廃止する 

平成 22年 3月 東京工業品取引所商品指数市場加入 

４月 東京工業品取引所アルミニウム市場脱退 

８月 資本金を 10億 1,000万円に減資 

12月 農林水産大臣および経済産業大臣より商品先物取引法施行による商品先物

取引業者の許可更新を受ける 

平成 23年１月 取次業務に業態変更（取次先はドットコモディティ株式会社） 

8月 資本金を５億 1,000万円に減資 
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平成 26年 7月 取次先が楽天証券株式会社に変更 

（ドットコモディティ株式会社と楽天証券株式会社の合併により） 

平成 27年 1月 取次先をフィリップ証券株式会社に変更 

平成 28年 9月 資本金を１億円に減資 

12月 農林水産大臣および経済産業大臣より商品先物取引法による商品先物取引

業者の許可更新を受ける 

 

 ② 事業の内容 

    商品先物取引法に基づく商品先物取引業者として商品取引所の取引参加者となり

当該商品市場における上場商品（指数、オプションを含む。）の売買および売買取

引の委託の取次業務を行っております。 

    取次先：フィリップ証券株式会社（東京都中央区、代表：下山 均） 

 

   (1) 経営組織 

     当社の経営組織は、次のとおりです。 

【令和２年３月 31 日現在】 

Ｆ Ｉ グ ル ー プ

金

融

証

券

部

リ

ス

ク

管

理

課

総

務

部

経

理

部

総

務

課

経

理

課

金

融

証

券

課

株 主 総 会

監　査　役

取 締 役 会

代 表 取 締 役

Ｃ Ｘ グ ル ー プ

シ

ス

テ

ム

業

務

課

管 理 本 部

顧

客

サ

ポ

ー

ト

課

投

資

相

談

室

管 理 統 括 責 任 者

デ

ィ

ー

リ

ン

グ

室

（

休

止

中

）

内

部

監

査

室

イ

ン

タ

ー

ネ

ッ

ト

事

業

部

シ

ス

テ

ム

業

務

部

リ

ス

ク

管

理

部

資

産

管

理

部

コ

ン

プ

ラ

イ

ア

ン

ス

推

進

室

個

人

情

報

保

護

管

理

室

総

合

企

画

室
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   (2) 事業の内容 

     当社は、商品先物取引法に基づき設置された商品取引所が開設する商品市場に上

場されている各種商品の売買ならびに先物取引（商品先物取引、現金決済取引、オ

プション取引及び指数取引）（以下「商品市場における取引」という。）について、

顧客の委託を受けて取次ぎをする業務（以下「取次業務」という。）を主たる業務

としております。 

 

    (a) 商品先物取引業 

     イ．国内商品市場に係る取次業務 

       当社は、商品先物取引法第 190 条第１項の規定に基づき、下記の商品市場に

おける取引の取次業務を行うことのできる商品先物取引業者として、農林水産

大臣および経済産業大臣より許可を受けております。 

                            

     ロ．外国商品市場に係る取次業務 

       該当なし 

ハ．店頭商品デリバティブに係る取次業務 

  該当なし 

ニ．自己売買業務 

  該当なし 

 

    (b) 兼業業務 

      該当なし。 

 

③ 営業所の状況 

 

商品市場名 

（略称） 

取引所名 

農 

産 

物 

・
砂 

糖 

貴 

金 
属 

エ
ネ
ル
ギ
ー 

ゴ 
 

ム 

上場商品名 

東京商品取引所 

○    小豆、一般大豆、とうもろこし 

 ○   

金、銀、白金、パラジウム、金ミニ、白

金ミニ、金限日、白金限日、金オプショ

ン 

  ○  ガソリン、灯油、原油、軽油 

   ○ ゴム 

店舗の名称 所在地 電話番号 

本 社 東京都中央区新川一丁目 16 番 3号 03-5543-2211 
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 ④ 財務の概要（令和 2 年 3 月決算期） 

(a)資本金 100,000千円 

(b)営業収益 294,039千円 

(c)受取手数料 294,039千円 

(d)売買損益 －千円 

(e)経常損益  △53,248千円 

(f)当期純損益 △54,198千円 

(g)純資産額規制比率  532.5 ％ 

 

 ⑤ 発行済株式総数 

    発行済株式の総数    402,000,000株（令和２年３月 31日現在） 

    （注）当社の株式は、非上場であり、かつ店頭公開もしておりません。 

 

⑥ 主要株主名（１％以上保有） 

（令和２年３月 31日現在） 

氏名又は名称 所有株式数 議決権の割合 

寺町 美摩 280,786,200株 98.95％ 

フジフューチャーズ株式会社 118,247,800株 ---％ 

   

   

   

   

   

   

   

   

計 399,034,000株 98.95％ 

 

⑦ 役員の状況（令和２年３月 31日現在） 

役職名 氏  名 
代表権 

の有無 
常勤・非常勤の別 

代表取締役社長 寺町 美摩 有 常勤 

取締役副社長 勇 俊光 無 常勤 

取締役副社長 小谷田 麻由 無 非常勤 

監査役 宍戸 謙一 無 非常勤 

  （注）監査役渡邊勇夫氏は、会社法第 335 条第３項に定める社外監査役であります。 
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 ⑧ 役員及び使用人の状況（令和２年３月 31日現在） 

 
役員 

 
使用人 合 計 

うち非常勤 

総 数 4 人 2人 16人 20人 

（うち外務員数） （1 人） （0人） （15人） （16人） 

  （注）嘱託社員も含む 

 

 

２．営業の状況 

 

 ① 営業の経過及び成果 

    フジフューチャーズは、「顧客と共に繁栄する」をモットーに、『投資家第一主義』

を実践しています。“お客様の利益に貢献し、喜んでいただくには当社は何をすべき

か”を常に考え、皆様に信頼される商品先物取引業者として的確な提案、商品開発、

情報提供などのサービスの充実を心がけております。 

    当社は取引の公正性の確保や、投資家の皆様を保護するための法令・規定等、商品

先物取引のルールを厳格に遵守し、それを実行するための内部管理体制をさらに強化、

確立してまいります。また当社は、独自の情報ネットワークや、多岐にわたる相場分

析手法を駆使し、ますます高度化・多様化するニーズにお応えしております。最適な

リスクヘッジ手段・最新情報のご提供、プロの視点からの投資アドバイスなど、投資

家の皆様によりご満足していただけるよう、日々努力しております。 

当会計年度の国内商品先物取引業界では、2018年末の世界的株価急落を背景に投資

環境が不安定となったことから、本年のスタートは低調な商いとなりましたが、ホル

ムズ海峡周辺における米国とイランの間の緊張やイランの核開発問題など地政学的リ

スクが顕在化したことから、金そして原油価格が上昇しました。さらに、米連邦準備

理事会（FRB）の10年半ぶりの利下げにより、国内金価格は最高値を更新する動きとな

り、年末からの新型コロナウィルス感染症拡大により、史上最高値をつけていたNYダ

ウの大暴落など景気減速懸念が急速に広まり、金価格はリスク回避でさらに上値を伸

ばしたが、換金売りの動きから急落する場面も見られました。引き続き、新型コロナ

ウィルス感染症拡大を背景とした景気減速懸念や金融政策不安など先行きの世界経済

の回復に依然として不透明感が残ることから、投資マインドが落ち込み売買高が下押

しされるリスクが存在しております。しかしながら、電力先物など新たな市場創設の

準備やLNG・石炭など新たなエネルギー商品上場構想など「総合エネルギー市場」の構

築に向けた取り組みが進められており、今後の市場拡大が見込まれ、監督官庁の省令

改正による勧誘行為規制の緩和等によって、緩やかな回復経路に復していくことが期

待されております。また、総合取引所構想の動きから、業界再編の波とともに、証券

市場からの業界への参入が見込まれ、今後の市場の活性化への期待がうかがえます。 



- 10 - 

さらに当社では、これまで危機管理対応の強化、委託者資産の保護並びに手数料収

入の増加を図って参りましたが、預り資産や売買高の低迷が続いており、今後は預り

資産・手数料収入の増加につながる付加価値、利便性の高いシステム構築を目指して

参ります。 

 

 

 ( 1 ) 受取手数料部門 

      当事業年度は、業界の将来を見据え、全社をあげて組織再構築とゆるぎない財務

基盤の確立に主眼をおき、委託売買高が 589千枚（前年比 1.8%増）となり、受取手

数料は 294,039千円（前年比 2.2%増）となりました。 

 

  ( 2 ) 売買損益部門 

      該当なし。 

 

 

以上の結果、当期の営業収益は 294,039千円（前年比 1.9%増）となり、営業費用が

360,736千円（前年比 5.5%減）となったため、営業損失は 66,697 千円となりました。 

貸倒引当金戻入等により、経常損失は 53,248千円、当期純損失は 54,198千円とな

りました。 

 

    当事業年度における受取手数料及び売買高は、次のとおりであります。 
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   ( a ) 受取手数料 

（単位：千円） 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （注）１．商品先物取引の受取手数料はオプション取引に係る金額を含めて計算してお

ります。（当期、オプション取引はございません。） 

２．消費税は含まれておりません。 

       ３．千円未満は切り捨てて表示しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 期  別 第５８期 

  （自 平成 31年 4月 1日） 

 商品市場名  （至 令和 2年 3月 31日） 

商品先物取引  
 

 農産物・砂糖市場  6,606   

 貴金属市場  258,348   

 エネルギー 市場  17,143   

 ゴム市場   7,281   

小   計 289,380   

未収収益計上額  4,658   

そ の 他  0   

小   計 4,658   

合   計 294,039   
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   ( b ) 売買高 

                                （単位：枚） 

 

（注）売買高にはオプション取引に係る売買高を含めております。また受渡しによる決

済数量は含まれておりません。（当期、オプション取引はございません。） 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 期 別 第５８期 

  （自 平成 31年 4月 1日） 

  内 （至 令和 2年 3月 31日） 

商品市場名 
訳     委  託 自  己 合  計 

商品先物取引     

 農産物市場   6,329 0 6,329 

 貴金属市場  540,947 0 540,947 

 石油市場   30,834 0 30,834 

ゴ ム 市 場   11,550 0 11,550 

合   計 589,660 0 589,660 
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② 取引開始基準 

フジフューチャーズ株式会社 

取引開始基準 

 

当社は、法令等諸規則に基づき、口座開設に際してお客様の適合性を総合的に判断する準

拠として、下記の取引開始基準を定めております。 

 

記 

 

1.当社は、次に当てはまる方の口座開設をお受けすることは出来ません。 

（1）未成年、成年被後見人、被保佐人、被補助人、精神障害者、知的障害者及び認知障害

の認められる方 

（2）生活保護法による保護を受けている世帯に属する方 

（3）長期療養の方 

（4）破産者で復権を得ない方 

（5）商品デリバティブ取引を借入れにより行おうとする方 

（6）元本欠損又は元本を上回る損失が生ずるおそれのある取引をしたくない方 

（7）暴力団員、暴力団準構成員、総会屋等の反社会的勢力に該当する方 

 

2.当社の提供する対面取引は、次に当てはまる方につきまして、所定の審査条件を満たした

場合に限り口座開設をお受けしております。 

（1）給与所得等の定期的所得以外の所得である年金、恩給、退職金、保険金等により生計

をたてている方（年金等の収入が収入全体の過半を占めている場合等） 

（2）一定以上（年間 500万円以上）の収入を有しない方 

（3）商品デリバティブ取引の経験がない方 

（4）一定以上（75歳以上）の高齢の方 

（5）投資可能資金額を超える証拠金等を必要とする取引を行おうとする方 

 

3.当社の提供する電子取引（Venus）は、次に当てはまる方につきまして、所定の審査条件

を満たした場合に限り口座開設をお受けしております。 

（1）一定以上（年間 300万円以上）の収入を有しない方 

（2）一定以上（75歳以上）の高齢の方 

（3）投資可能資金額を超える証拠金等を必要とする取引を行おうとする方 

 

4.当社は、次に当てはまる方を公金取扱者として定め、口座開設に際して不正資金の流入を

防止するための措置を講じております。 

（1）銀行、信用金庫、信用組合、郵便局に勤務する方 

（2）農協・漁協等の協同組合、証券会社、保険会社、ノンバンク（消費者金融会社、信販 

会社、クレジットカード会社、リース会社、ファイナンス会社等）における金銭、有 
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価証券等の取扱いに直接又は間接に係る方 

（3）国、地方公共団体、その他公益機関における金銭、有価証券等の取扱いに直接又間接 

に係る方 

（4）民間企業における会計関係部署等に所属し、金銭、有価証券等の取扱いに直接又は 

間接に係る方 

 

以上 

 

 

 

 ③ 顧客数 

    顧客数 3,060名（令和２年３月 31日現在） 
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３．経理の状況 

 ➀ 貸借対照表 

 

流　動　資　産 流　動　負　債

特別法上の準備金

固　定　資　産

建 物 及 び 設 備

器 具 備 品

土 地

無形固定資産

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

長 期 委 託 者 未 収 金

差 入 保 証 金

長 期 貸 付 金

長 期 未 収 金

ゴ ル フ 会 員 権

貸 倒 引 当 金

(注)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

資産合計

貸　　借　　対　　照　　表
(令和 2年3月31日現在）

（単位：千円）

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

科　　　　　目 金　　　　額 科　　　　　目 金　　　　額

4,474,230 4,208,943

現 金 及 び 預 金 159,318 預 り 証 拠 金 4,177,915

3,513,526

預 託 金 87,500 未 払 金 20,910

未 払 法 人 税 等 950

未 収 入 金 77

未 払 費 用 4,312

預 託 者 未 収 金 792

預 り 金 4,854

差 入 保 証 金

792

委 託 者 先 物 差 金 698,002

20,000未 収 収 益 5,111

貸 倒 引 当 金 △ 792

商 品 取 引 責 任 準 備 金 20,000

 （商品先物取引法第221条）

委 託 者 未 収 金

株　主　資　本 446,039200,751

負　債　合　計 4,228,943

有形固定資産 156,504

純 　資 　産 　の　 部

32,617

そ の 他 資 本 剰 余 金 3,495,000160

資 本 金 100,000

資 本 剰 余 金 3,495,000

1,833

123,727

933,885

投資その他の資産 41,753

利 益 剰 余 金 △ 1,915,2432,493

660

そ の 他 利 益 剰 余 金 △ 1,915,243

別 途 積 立 金

4,674,982 負債及び純資産合計 4,674,982

25,486

36,365

168

繰 越 利 益 剰 余 金 △ 2,849,128

自 己 株 式 △ 1,233,716

12,110

純　資　産　合　計 446,039

231

△ 32,607
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➁ 損益計算書 

（単位：千円）

営　　業　　収　　益 294,039

営 294,039

業

損

益 営　　業　　費　　用 360,736

の 360,736

部

営　　業　　損　　失(△) △ 66,697

営　業　外　収　益 13,448

6

2,514

10,927

経　　常　　損　　失(△) △ 53,248

(△) △ 53,248

950

(△) △ 54,198

(注)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

損　　益　　計　　算　　書
               自　平成31年　4月　1日　　　　　　　

     至  令和 2年　3月 31日　　

科　　　　　　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額

受 取 手 数 料

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

受 取 利 息

雑 収 入

貸 倒 引 当 金 戻 入

当 期 純 損 失

税 引 前 当 期 純 損 失

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

営

業

外

損

益

の

部

経

常

損

益

の

部
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➂ 株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

そ　の　他

資本剰余金

100,000 － 3,495,000 3,495,000

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

100,000 － 3,495,000 3,495,000

（単位：千円）

株主資本
利益剰余金

合 計 合　　計

－ 933,885 △ 2,794,929 △ 1,861,044 △ 1,233,716 500,238 500,238

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － △ 54,198 △ 54,198 － △ 54,198 △ 54,198

－ － △ 54,198 △ 54,198 － △ 54,198 △ 54,198

－ 933,885 △ 2,849,128 △ 1,915,243 △ 1,233,716 446,039 446,039

(注)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

資本金から
剰余金への振替

資本金から
剰余金への振替

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
(自平成31年4月1日　至令和2年3月31日)

株   主   資   本

資本金

資本剰余金

資本準備金

資本剰余金

利益準備金

合 計

利益剰余金

自己株式

当期首残高

当期変動額

当期純損失

当期首残高

当期変動額合計

当期末残高

株　主　資　本

純資産合計

当期変動額

当期純損失

当期変動額合計

当期末残高

その他利益剰余金

別　途 繰越利益

積立金 剰 余 金
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 ➃ 個別注記表 

 （１）継続企業の前提に対する注記 

  (ａ) 重要事象等について 

当社は、前期 93,158千円、当期 66,697千円と大幅な営業損失を計上しており、

当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在し

ております。 

当社は、当該状況を解消すべく、現経営陣のもと令和 2 年度の事業計画を策定

し経営改善を目指すこととしておりますが、現時点では相場動向に委ねられてい

る傾向が強く、商品先物取引市場の低迷が続いているため、継続企業の前提に関

する重要な不確実性が認められます。 

なお、計算書類及びその附属明細書は継続企業の前提として作成しており、継

続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を計算書類及びその附属明細書に反

映しておりません。 

 

 （２）重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(ａ)固定資産の減価償却方法 

①有形固定資産は定率法によっております。ただし、平成 10年４月１日以降に取得

した建物（建物付属設備を除く）については、定額法を採用しております。 

     また、平成 19 年３月 31 日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで

償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。 

②無形固定資産は定額法によっております。 

(ｂ)引当金の計上基準 

     貸倒引当金 

       債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計

算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し回収不

能見込額を計上しております。 

(ｃ)特別法上の準備金の計上基準 

商品先物取引事故による損失に備えるため、商品先物取引法第 221条の規定に基づ

き、同施行規則に定める額を計上しております。 

(ｄ)営業収益の計上計算 

  受取手数料は、委託者の売付けまたは買付けに係る取引が成立したときに計上して

おります。売買損益は、反対売買により取引を決済した際に計上しております。 

(ｅ)その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

（３）貸借対照表に関する注記 

 (ａ)担保に供している資産の内訳 

    預託資産 
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商品先物取引法等関係法令によりフィリップ証券株式会社に預託している資

産 

      取引証拠金として       3,483,526千円 

      差入保証金として        30,000千円 

    保護基金担保金            35,000千円 

     上記の預託金は商品先物取引法施行規則第 98条 1項 4号に基づく日本商品委

託者保護基金への預託額であり、同規則に基づく日本商品委託者保護基金に

よる代位弁済保証額は、100,000 千円であります。 

 (ｂ)減価償却額 

    有形固定資産の減価償却累計額   211,342千円 

    無形固定資産の減価償却累計額    1,088千円 

 (ｃ)有形固定資産の減損損失累計額      8,474千円 

 

（４）株主資本等変動計算書に関する注記 

(ａ)当事業年度末日における発行済株式の総数に関する事項 

           普通株式             402,000千株 

  (ｂ)当事業年度末日における自己株式の数に関する事項 

           普通株式              118,247千株 

  

（５）税効果会計に関する注記 

    繰延税金資産の主な原因は、繰越欠損金及び貸倒引当金の否認等であり、回収可能

性がないため資産計上しておりません。 

 

（６）金融商品に関する取引 

 (ａ)金融商品の状況に関する注記 

     当社は、商品先物取引を中心とする金融・投資サービスを行っております。 

     委託者未収金に係る信用リスクは、経理管理規程に沿ってリスク低減を図っており

ます。 

(ｂ)金融商品の時価等に関する事項 

     令和 2 年 3 月 31 日（決算日当日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの

差額については、次のとおりであります。 
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                                                  （単位：千円） 

 貸借対照表 

計上額（＊） 

時 価 

（＊） 

差 額 

（1）現金及び預金 159,318 159,318 ― 

（2）差入保証金（流動資産） 3,513,526 3,513,526 ― 

（3）委託者未収金（流動資産） 

   △ 貸倒引当金 

792 

△792 

792 

△792 

― 

― 

（4）長期委託者未収金 

△ 貸倒引当金 

25,486 

△22,441 

25,486 

△22,441 

― 

― 

（5）差入保証金（固定資産） 36,365 36,365 ― 

（6）長期貸付金 

△ 貸倒引当金 

168 

△84 

168 

△84 

― 

― 

（7）長期未収金 

△ 貸倒引当金 

231 

△231 

231 

△231 

― 

― 

（8）ゴルフ会員権 

△ 貸倒引当金 

12,110 

△9,850 

12,110 

△9,850 

― 

― 

（9）未払金 （20,910） （20,910） ― 

（10）預り金 (4,854)  (4,854)  ― 

（11）預り証拠金 （4,177,915） （4,177,915） ― 

 ＊負債に計上されているものについては、（  ）で示しております。 

(注 1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

 (1) 現金及び預金 

     これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

(2) 差入保証金(流動資産)  

これは、主として顧客から取引証拠金を現金及び預金として預かりフィリップ証券株式会社に

差入れているものであり、流動的であるため時価は帳簿価額に等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

(3) 委託者未収金(流動資産) 

    これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。    

(4) 長期委託者未収金 

これは、委託者未収金のうち回収が長期化している債権であり、回収可能性を検討し回収が見

込まれないものについては、貸倒引当金を計上しております。すなわち貸倒引当金を信用リスク

として検討し、時価を算定しております。 

(5) 差入保証金(固定資産) 

これは、主として本社事務所の賃借契約保証金として住友不動産株式会社に差入れているもの

であり、時価は帳簿価額にほぼ等しいとみなし、当該帳簿価額によっております。 

(6) 長期貸付金 

これは、貸倒引当金を信用リスクとして検討し、時価を算定しております。 

(7) 長期未収金 

これは、貸倒引当金を信用リスクとして検討し、時価を算定しております。 

(8) ゴルフ会員権 

   これは、ゴルフ会員権相場情報を基として検討し、時価を算定しております。 

(9) 未払金 

   これは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。 

(10) 預り金 
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   これは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。 

(11) 預り証拠金 

これは、主として顧客から取引証拠金を現金及び預金として預かりフィリップ証券株式会社に

差入れているものであり、流動的であるため時価は帳簿価額に等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

 

（７）資産除去債務に関する注記 

   資産除去債務は負債計上に代えて、不動産賃貸契約に基づく保証金の回収が見込めな

いと認められる金額を合理的に見積もり、当事業年度の負担に属する金額を費用に計上

する方法によっております。 

    期首残高              35,943千円 

    取得に伴う増加額            －千円 

    資産除去債務の履行に伴う減少額  △1,922千円 

    その他の調整額           2,343千円 

    期末残高              36,365千円 

    （注）なお資産除去債務につきましては、差入保証金と相殺しております。 

 

（８）１株当たり情報に関する注記 

    １株当たり純資産額            1円 57銭 

１株当たり当期純損失               19銭  

 

 

 ➄ 監査に関する事項 

   このディスクロージャー資料のうち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算

書、個別注記表については、会社法に基づき公認会計士の監査を受けております。 

 

 

【追加情報】 

１．令和２年６月 29 日開催の第 58回定時株主総会にて取締役３名が選任され、同総会後の

取締役会において次のとおり役付取締役を定めております。 

    代表取締役社長兼会長    寺町 美摩 

        取締役副社長     勇  俊光 

        取締役副社長    小谷田 麻由 

 

２．令和２年７月 27 日より、株式会社東京商品取引所の株式会社日本取引所グループ子会

社化に伴う、一部取扱い銘柄の株式会社大阪取引所への移管により、金融庁管轄の下、

商品関連市場デリバティブ取引の委託の取次等を行うため、令和２年４月 10日付で、

第一種金融商品取引業の登録を受けております。 

   登録番号：関東財務局長（金商）第 3185号 

 

以  上 



ディスクロージャー資料訂正に伴う正誤表

流　動　資　産 流　動　資　産

792

792

フジフューチャーズ株式会社

貸 倒 引 当 金 △ 792

貸借対照表　【正】

（令和2年3月31日現在)

単位千円

貸借対照表　【誤】

（令和2年3月31日現在)

未 収 入 金 77

未 収 収 益 5,111

差 入 保 証 金 3,513,526

698,002

単位千円

貸 倒 引 当 金 △ 792

資　　産　　の　　部

科　　　　　目 金　　　　額

4,474,230

現 金 及 び 預 金 159,318

預 託 金 87,500

委 託 者 先 物 差 金 698,002

未 収 入 金 77

未 収 収 益 5,111

預　託　者　未　収　金

委　託　者　未　収　金

委 託 者 先 物 差 金

資　　産　　の　　部

科　　　　　目 金　　　　額

4,474,230

現 金 及 び 預 金 159,318

預 託 金 87,500

委　託　者　未　収　金 792

差 入 保 証 金 3,513,526

（削　除） （削　除）
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３．経理の状況 

① 貸借対照表 

 

 

流　動　資　産 流　動　負　債

特別法上の準備金

固　定　資　産

建 物 及 び 設 備

器 具 備 品

土 地

無形固定資産

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

長 期 委 託 者 未 収 金

差 入 保 証 金

長 期 貸 付 金

長 期 未 収 金

ゴ ル フ 会 員 権

貸 倒 引 当 金

(注)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

資産合計

貸　　借　　対　　照　　表
(令和 2年3月31日現在）

（単位：千円）

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

科　　　　　目 金　　　　額 科　　　　　目 金　　　　額

4,474,230 4,208,943

現 金 及 び 預 金 159,318 預 り 証 拠 金 4,177,915

3,513,526

預 託 金 87,500 未 払 金 20,910

未 払 法 人 税 等 950

未 収 入 金 77

未 払 費 用 4,312

委 託 者 未 収 金 792

預 り 金 4,854

差 入 保 証 金

△ 792

委 託 者 先 物 差 金 698,002

20,000未 収 収 益 5,111

商 品 取 引 責 任 準 備 金 20,000

 （商品先物取引法第221条）

貸 倒 引 当 金

株　主　資　本 446,039200,751

負　債　合　計 4,228,943

有形固定資産 156,504

純 　資 　産 　の　 部

32,617

そ の 他 資 本 剰 余 金 3,495,000160

資 本 金 100,000

資 本 剰 余 金 3,495,000

1,833

123,727

933,885

投資その他の資産 41,753

利 益 剰 余 金 △ 1,915,2432,493

660

そ の 他 利 益 剰 余 金 △ 1,915,243

別 途 積 立 金

4,674,982 負債及び純資産合計 4,674,982

25,486

36,365

168

繰 越 利 益 剰 余 金 △ 2,849,128

自 己 株 式 △ 1,233,716

12,110

純　資　産　合　計 446,039

231

△ 32,607
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